
秋田市の開発は、天平５年（733年）、時
の政府が北辺の政治や交易の拠点として高
清水の丘に出羽柵、後の秋田城を設置した
ことにさかのぼります。
秋田城は、当時、中国東北地方に位置し
ていた渤海国をはじめとする大陸との外交
窓口としての役割も担っていたと考えられ
ています。

中世末期の戦国時代には、安東氏が現在
の土崎地区に湊城を構え、土崎湊は、重要
な港を数え上げた三津七湊（さんしんしち
そう）に名を連ねる全国有数の港町として
栄え、地域の政治・経済・文化の中心とし
て繁栄しました。
その後、慶長７年（1602年）、佐竹氏が

常陸から秋田へ国替えとなり、現在の千秋

秋田市は、本州の東北、秋田県の日本海
沿岸地域の中央に位置し、905.67km2の市
域を持ち、緑豊かな山と川、海などの自然
環境に恵まれた地域です。
市街地は秋田平野の中央部に広がり、田
園地帯が市街地を取り囲んでいます。東部
には、標高1,171mの太平山をはじめとする
秋田杉におおわれた出羽山地が広がり、岨
谷峡や筑紫森といった景勝地が点在してい
ます。
海岸線は単調であり、延長約23.5km、内

陸は海岸線より１～２kmの砂丘地が南北に
走っています。
南東部から中央部にかけて雄物川が貫流
し、流域には平坦で生産力の高い肥沃な耕
地が広がっています。
冬季は北西の季節風が強くなり、恒常的
な降雪があります。年間の降雪量を表す累
計降雪深の過去10年間の平均値は273cmで
すが、最も少ない年で平成15年度の155cm、
最も多い年で17年度の447cmと、その年に
より格差が大きくなっています。

1 地勢

秋田市の現況と展望

2 歴史と文化
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前提要因

第２



公園の地に新たに久保田城を築城するとと
もに、今日の秋田市の原型となる城下町を
建設しました。
久保田城下町は、藩政期を通じ政治の拠
点として、また、土崎湊を通じた北前船航
路や雄物川水運の物流拠点として繁栄し、
そのにぎわいや活発な交流が、今日に息づ
く豊かな文化をはぐくんできました。
明治以降は、県庁所在地として、引き続
き地域の拠点都市としての機能を担い、明
治22年（1889年）に市制を施行した後は、
町村との合併や雄物川放水路の開削、秋田

港と秋田運河の改修、工業地帯の造成、羽
越・奥羽の両本線をはじめとする交通運輸
機関の整備などにより、市勢はめざましい
発展を遂げました。
このような歴史により、北日本、日本海
沿岸地域の要となる都市としての機能を培
ってきた秋田市は、平成９年に中核市に移
行、17年には旧河辺町、旧雄和町と合併し、
秋田県人口の約３分の１を擁する県都とし
て、地域の発展を牽引する役割を一層強化
することが求められています。

産業別の就業者数の推移について、平成
２年以降の国勢調査結果でみると、第１次
産業と第２次産業への就業者数が減少し、
第３次産業への就業者数は増加しています。
具体的には、全就業者数に対する第１次
産業の就業者数は、平成２年の3.5％から12
年には1.9％に減少し、農林水産業すべての
分野で従事者数が減少しています。
同様に、第２次産業の就業者数は、

21.1％から20.5％に減少し、建設業では従
事者数が増加しているものの、鉱業、製造
業では減少しています。
第３次産業の就業者数は、75.1％から

77.3％に増加し、金融・保険業では減少が
みられますが、他の産業ではすべて増加し
ています。
今後は、第１次、第２次産業の減少とと
もに、全体産業構成における第３次産業の
占める割合が高まると予想されます。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

3 産業構造
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H17（年)H12H7 H12H7H2

120,550 
（78.0％） 

27,313 
（17.7％） 

4,286 
（2.8％） 

117,632 
（77.3％） 

31,144 
（20.5％） 

2,927 
（1.9％） 

113,945 
（75.8％） 

31,927 
（21.2％） 

3,897 
（2.6％） 

105,650 
（75.1％） 

2,275 
（1.5％） 533 

（0.4％） 
508 

（0.3％） 
375 

（0.3％） 

29,651 
（21.1％） 

4,951 
（3.5％） 

●産業別就業者数の推移

凡例　■第1次産業　■第2次産業　
■第3次産業　■分類不能等　
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１　全体概要

（国勢調査より）



農林水産業は、市町合併による増加分を
除けば、就業人口や純生産において秋田市
の産業に占める割合が低下を続けています。
総農家数、農業就業人口、経営耕地面積
は、過去の傾向から分析推計すると、引き
続き減少していくものと予想されます。
一方、市町合併により、耕地面積や農林
水産資源は拡大しています。
今後は、担い手確保などの課題を克服す
るとともに、豊富になった農林水産資源を
有効に活用し、発展性の高い農林水産業の
確立をめざしていく必要があります。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

第 11 次 秋 田 市 総 合 計 画

（以上、農業センサスより）
※平成17年の増加は、旧河辺町、旧雄和町との合併によるものである。

●総農家数の推移

H17（年） H12H7H2
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5,448

5,006
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7,446

●農業就業人口の推移

●経営耕地面積の推移
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２　農林水産業



商業（卸売・小売業）の平成16年における
商店数は4,692店、従業者数は33,994人、年
間商品販売額は1兆3,419億円となっています。
平成６年からの推移をみると、商店数、

従業者数は減少を続けています。年間商品
販売額は、６年から９年までは増加を続け
ていましたが、16年には、ピーク時の９年
と比較して約69％と大きく減少しています。
今後は、大型店の郊外進出への新たな規

制等を踏まえ、商業集積と適正な分散、品
質・安全志向などの消費者ニーズへの対
応、商圏人口の減少、経営者の高齢化、後継
者不足などの課題を解決しながら、広域交
通機能を戦略的に駆使し、商圏の拡大をは
かることが期待されています。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

（以上、商業統計調査より）
※平成11年、16年は事業所統計調査との同時実施による簡易調査であり調査対象に相違がある。

●商店数の推移
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●商店の従業者数の推移

●年間商品販売額の推移
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３　商業



製造業の平成16年における事業所数は
333事業所で、従業者数は11,659人、製造品
出荷額は3,025億円となっています。平成７
年からの９年間の推移では、一時的な持ち
直しはあるものの全般的に減少傾向にあり
ます。

こうしたことから、秋田市の製造業の競
争力を強化していくためには、付加価値生
産性を高めるとともに、収益構造を改善す
ることが必要となっています。さらに、こ
うした産業構造の変化に対応するため、地
域資源を有効活用した創業の促進や、付加
価値の高い産業を育成するとともに、既存
中小企業の経営安定と新たな分野への事業
進出を促進していく必要があります。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

第 11 次 秋 田 市 総 合 計 画

（以上、工業統計調査より）※従業者4人以上の事業所が対象

（事業所） 
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●製造業の事業所数の推移
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●製造業の従業者数の推移
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●製造業の製造品出荷額の推移
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４　工業



秋田市は、平成17年の旧河辺町、旧雄和
町との市町合併により、905.67km2の行政
区域面積を有し、その約73％が森林など、
約27％が住宅地や産業用地、農地、道路な
どとなっています。
また、合併により秋田都市計画区域と河
辺都市計画区域の２つの都市計画区域を有
することになり、その面積は、市域の約
46％にあたる414.37km2となっています。
秋田都市計画区域は、市街化を促進する
市街化区域と抑制する市街化調整区域に区
分され、市街化区域は市域の約８％にあた
る74.24km2となっています。また、用途地
域も定められ市街化の計画的な促進がはか
られています。
河辺都市計画区域は、旧河辺町と旧雄和
町の一部の約104.50km2となっており、市
街化区域と市街化調整区域の区分はされて
いませんが、部分的に用途地域を定めるな
ど、土地利用の誘導をはかっています。

土地利用の誘導と規制、そして自然環境
や景観資源の保全や活用などが、今後の課
題となります。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

4 都市環境

●秋田市の都市計画区域

●秋田市の都市計画区域の状況

凡例　■秋田都市計画区域市街化区域
■秋田都市計画区域市街化調整区域
■河辺都市計画区域
■都市計画区域外

秋田都市計画区域

市街化区域

市街化調整区域

河辺都市計画区域

都市計画区域外

合計

面積（km2）

309.87

74.24

235.63

104.50

491.30

905.67

割合

34.2％

8.2％

26.0％

11.5％

54.3％

100.0％

備考

太平、上新城、下浜の一部を除く旧秋田市行政

区域460.10km2の67.3％を指定

旧河辺町行政区域のうちの56.25km2と、旧雄和

町行政区域のうちの48.25km2を指定

行政区域のうち、秋田都市計画区域、河辺都市

計画区域いずれにも指定されていない区域

旧雄和町 

旧河辺町 
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１　土地利用と都市計画



秋田市内における人口集中地区面積は、
平成17年において、約53.6km2、市街化区
域約74km2の約70％を占めています。また、
人口集中地区の人口は263,485人と、市全
体の約８割を占めています。
中心市街地は、空き店舗の増加や遊休地

の増加により空洞化の傾向にあります。港
湾を擁する土崎地区や、公園などのレクリ
エーション空間を有する新屋地区には、一
定程度の都市機能の集積がみられますが、
その中心部は、地域の拠点として十分な機
能を備えていないのが現状です。
また、中心市街地が衰退の方向にある一
方で、御所野ニュータウン地区には、自動
車利用型の商業施設が形成され、秋田駅東
地区では、駅周辺の開発や都市施設の整備
などの波を受け、幹線道路沿線などに商業
施設等の立地が進んでいます。
このように、都市機能が広域的に配置さ
れている状況のなか、中心市街地も含めた
都市の核となる都心を形成する必要があり
ます。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

第 11 次 秋 田 市 総 合 計 画

秋田市人口集中地区

●人口集中地区の変遷

昭和45年

昭和55年

平成２年

平成12年

平成17年

昭和45年

昭和55年

平成 2年

平成12年

面積（km2）

23.9

38.7

48.5

52.4

53.6

人口密度（人/km2）

6,527

5,609

5,145

5,071

4,916

人口（人）

156,002

217,056

249,533

265,711

263,485

人口集中地区の変遷
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凡例

※人口集中地区とは、市区町村の境域内で、人口密度の高い基本単位
区（原則として人口密度が、1km2あたり4,000人以上の国勢調査区
基本単位）が連たんして、その人口が5,000人以上となる地区。

２　市街化動向



本総合計画の策定にあたっては、現行の計

画への評価や新たに策定する計画の方向性、

重点化すべき施策を見定めるため、多方面か

らの市民意識を把握することとしました。こ

のため、平成17年度に15歳以上の市民1万人

を無作為抽出し、アンケート「秋田市しあわ

せづくり市民意識調査」を実施しました。本

総合計画は、この調査で明らかになった市民

のニーズや意識を踏まえて作成しています。

本総合計画においては、3年ごとに期間計

画を改定することとしていますが、計画の方

向性を適切に見定めていくためには、市民意

識の変化を的確に把握していくことが重要で

す。このため、今後の期間計画の改定にあた

っては、その都度、市民の意識を確認してい

くこととします。

17年度に実施した「秋田市しあわせづく

り市民意識調査」では、秋田市の住みごこち

や力を入れてほしい市の施策、市民協働、都

市内地域分権などについて質問し、有効回答

数は4,054で、以下のような調査結果が得ら

れました。

秋田市の環境や教育、まちづくり、除雪
などの30項目について、市民がどのように
感じているか、「よい」から「悪い」までの5
段階で質問しました。
最も評価が高かったのは、「ごみの収集・
処理やリサイクルへの取り組み（46.6％）」
で、以下「公園や緑地、街路樹など緑の豊か

さ（42.6％）」「広報あきたなど市政情報の
得やすさ（40.8％）」と、日常生活に身近な
項目が評価されています。（グラフ１）
最も評価が低かったのは、「産業や雇用の
状況（81.1％）」、次いで「まちのにぎわい
（65.2％）」「冬期の除雪（61.9％）」という結
果でした。（グラフ２）

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

5 市民意識

0 10 20 30 40 50（％） 

ごみの収集・処理やリサイクルへの取り組み 46.6

公園や緑地、街路樹など緑の豊かさ 42.6

広報あきたなど市政情報の得やすさ　 40.8

●グラフ１　評価が高い３項目
「よい」「どちらかといえばよい」の割合の合計

0 20 40 60 80 100（％） 

産業や雇用の状況 81.1

まちのにぎわい 65.2

冬期の除雪 61.9

●グラフ２　評価が低い３項目
「悪い」「どちらかといえば悪い」の割合の合計
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１　秋田市の評価



秋田市が行っている施策のうち特に力を
入れてほしいものを32項目のなかから５つ
まで選択してもらいました。
第１位は「冬期の除雪（60.4％）」で、以下

「雇用対策（47.4％）」「高齢者福祉（39.4％）」
「中心市街地のにぎわい創出（38.4％）」「商

工業の振興や地元経済の活性化（30.2％）」
でした。（グラフ３）
また、「行政サービスを維持することが

困難な場合でも優先してほしい施策は」と
いう質問でも、「冬期の除雪」が64.2％で第
１位でした。
この調査は平成18年豪雪の前に行われた
ものであり、普段から除雪に対する要望が
強いことが明らかになりました。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望

第 11 次 秋 田 市 総 合 計 画

●グラフ３　力を入れてほしい施策
32項目のうち割合の高い15項目（％）
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0 10 20 30 40 50 60 70（％） 

冬期の除雪 60.4 
 

47.4 
 

39.4

38.4

30.2

29.3

23.9

20.2

19.5

18.6

13.4

11.7

11.4

10.6

10.4

雇用対策 

高齢者福祉 

中心市街地のにぎわい創出 

商工業の振興や地元経済の活性化 

子育て支援 

道路交通網の整備 

健康づくり・医療・保健衛生 

防犯・防災対策 

観光振興 

乳幼児医療・児童福祉 

小・中学校の教育環境整備 

障害者福祉 

青少年の健全育成 

バス路線の維持 

２　力を入れてほしい施策



「NPO、ボランティア活動などの市民活
動に関心がありますか」という問いには、
「関心がある」「ある程度関心がある」の合計
が48.7％と約半数を占めました。（グラフ４）
しかし、「市民活動に参加していますか」と
いう問いには、「参加したことがない」と答
えた人が68.8％であり、市民活動への高い
関心、低い参加という結果でした。（グラ
フ５）
また、13の公共サービスを例に、市と市

民による役割分担について、「市が担う」
「市と市民が協働で担う」「市民が担う」の項
目から選んでもらった結果、「市と市民が協
働で担う」の割合がいずれも高く、「高齢者

の生活支援（73.4％）」「地域での子育て支援
（69.1％）」「防災活動（66.5％）」など、９項
目で50％を超えました。（グラフ６）
また、「市民協働を推進すべきですか」と

いう問いには、「推進すべき」「ある程度推進
すべき」と答えた人が約８割にのぼりまし
た。（グラフ７）
市民協働の推進については、市民からの
支持が高いことがわかりました。

前
提
要
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秋
田
市
の
現
況
と
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関心がある 
12.1％ 

ある程度 
関心がある 
36.6％ どちらとも 

いえない23.2％ 

あまり関心が 
ない16.5％ 

 

関心がない 
9.4％  

無回答2.3％ 

●グラフ４　市民活動に関心がありますか

積極的に参加している 
2.4％ ときどき 

参加している 
7.8％ 

参加したことが 
ある18.5％ 

参加したことがない 
68.8％ 

無回答2.4％ 

●グラフ５　市民活動への参加
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３　市民協働について
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0 20 40 60 80（％） 

高齢者の生活支援 73.4

69.1

66.5

66.0

63.5

58.4

58.4

52.5

51.6

48.6

47.3

42.8

30.4

地域での子育て支援 

防災活動 

地域の道路の管理 

環境活動 

障害者の生活支援 

健康増進活動 

自宅周辺の除排雪 

地域の公園や街路樹の管理 

地域の文化財の管理・活用 

地域の公共施設の維持管理 

里地・里山の保全 

公衆トイレの維持管理 

●グラフ６　市と市民による公共サービスの役割分担
公共サービスの役割分担を「市と市民
が協働で担う」とした回答の割合

推進すべき 
43.4％ 

ある程度 
推進すべき 
37.3％ 

どちらともいえない15.0％ 

あまり推進すべきでない1.0％ 
推進すべきでない0.5％ 

無回答2.8％ 

●グラフ７　市民協働を推進すべきですか
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都市内地域分権については、「知ってい
る」が11.0％、「ある程度知っている」が
20.0％であるのに対し、「知らない」は
49.0％と、ほぼ半数の人が「知らない」と
いう状況でした。（グラフ８）
都市内地域分権を解説したうえで、「都

市内地域分権を推進すべきですか」という
問いには、「推進すべき（47.3％）」「ある程
度推進すべき（31.7％）」との回答があり、
都市内地域分権の推進についての支持が高
いことがわかりました。（グラフ９）

前
提
要
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秋
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と
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知っている11.0％ 

ある程度 
知っている 
20.0％ 

言葉は知っている16.9％ 

知らない 
49.0％ 

無回答3.2％ 

●グラフ８　都市内地域分権を知って
いますか

推進すべき 
47.3％ 

ある程度 
推進すべき 
31.7％ 

無回答3.5％ 

どちらともいえない15.5％ 

あまり推進すべきでない1.1％ 
推進すべきでない0.8％ 

●グラフ９　都市内地域分権を推進
すべきですか
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４　都市内地域分権について



公共施設の利用料を例に、利用者負担の
あり方を質問しました。「市が全額」また
は「市が多く負担」すべき施設として、斎
場、美術館・博物館、動物園が上位に（グ
ラフ10）、また「利用者が全額」または
「利用者が多く負担」すべき施設として、
キャンプ場、市民農園、音楽などの練習室
が上位になりました。（グラフ11）
年代別にみると、若い世代ほど、「市が

全額」または「市が多く負担」の割合が高
くなっており、世代間に意識の違いがある
ことが明らかになりました。

60（％） 

斎場 58.8

動物園 49.2

美術館、博物館 53.2

0 10 20 30 40 50

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
望
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●グラフ10「市が負担」の回答が多かった
上位３施設

0 10 20 30 40 50 60（％） 

キャンプ場 50.2

市民農園 50.1

音楽などの練習室 39.0

●グラフ11「利用者が負担」の回答が
多かった上位３施設
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５　受益と負担について



平成17年に実施した国勢調査における秋
田市の人口は333,109人であり、東北の都市
のなかでは４番目に、県庁所在地にあって
は２番目に多くなっています。
現在の秋田市の人口は、第１次秋田市総
合計画の策定時期に行われた昭和35年の国
勢調査の結果と比較すると約1.7倍に増加
しています。その間の人口推移を国勢調査
が実施された５年ごとで見ると、常に増加
傾向にありました。また、平成17年１月に
市町合併を実施したことにより、12年から
17年における増加の割合は大きくなってい
ます。
しかし、この右肩上がりで増加していた
人口も、17年には、市町合併による増加分
を除くと減少に転じています。
人口の増減は、自然動態（出生数・死亡
者数）と社会動態（転入者数・転出者数）
が要因となります。自然動態は、平成10年
頃まで年間約1,000人前後の増加であったの
が、その後急激に減少し、17年には、出生
数より死亡者数が多い状態になり、人口減
少となりました。

社会動態は、過去には自然動態と同様に
増加傾向にあったものが、前回の国勢調査
以降、減少している状況となっています。
また、世帯数も人口同様、昭和35年から
増加傾向が続いています。しかし、１世帯
あたりの人数は減少傾向にあり、35年には
世帯人員が4.72人であったのが、平成17年
には2.54人に減っています。

人口は、全国的に減少傾向にあり、秋田
市においても同様です。
自然動態、社会動態がいずれも減少に転
じた原因は、少子化や就学・就職等による
若い世代の転出などが考えられ、人口減少
は今後も続いていくものと予想されます。
このようななか、本総合計画の策定にお
いては、今後の人口の推移を踏まえ、将来
都市像や各種施策、重点・横断テーマを設
定する必要があります。
そのため、平成17年国勢調査確定値を基
に、コーホート要因法を用い、22年と計画
最終年次である27年の秋田市の人口を推計
しました。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
現
況
と
展
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6 人口

（千人） 
人口 
世帯数 （千世帯） 

0

150

200

250

300

350

197

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17（年） 

42
54

65

80
93

98
105

115
123

132

218
237

263

286
297 303 313 318

333

0

30

60

90

120

150

●人口・世帯数推移
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１　人口動態

２　人口推計



第 11 次 秋 田 市 総 合 計 画

秋田市の推計人口を、市全域と市内の7
地域別で見ると、総数では減少しますが、
一部地域では微増し、地域により、増減の
差が生じると予想されます。
また、平成27年には、65歳以上の老年人

口が約26.8％となり、0～14歳までの年少人
口が約11.6％と減少し、少子高齢社会が深
刻化します。さらには15～64歳の生産年齢
人口も減少し、秋田市として人口減少を抑
制する取り組みが必要となります。

【コーホート要因法とは】

「コーホート」とは、ある一定期間に出生した集

団を意味し、「コーホート要因法」とは、時間の経

過にともない生じる、そのコーホートの自然動態

および社会動態といった変化を基に将来人口を推

計する方法です。

例えば、現時点で20～24歳である人口集団は、

５年後に25～29歳になり、その集団の人口は死亡

や移動によって変化することとなります。したが

って、ある年齢集団に生残率と純移動率を掛けあ

わせたことで得られる5年後の人口数を推計し、ま

た、出産年齢層（15～49歳）に５歳階級年齢ごと

の出生割合を掛けあわせて、単年ごとの出生数を

算出したうえで５年間の出生数を推計し、それら

を積み上げることにより全体の人口を推計するも

のです。

前
提
要
因
─
第
２
　
秋
田
市
の
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と
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●推計人口の推移

推計年次

平成17年 2005年

平成22年 2010年

平成27年 2015年

総人口 男 女 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

333,109

326,271

316,789

158,107

154,265

149,203

175,002

172,006

167,586

43,927

40,321

36,592

218,735

210,175

195,232

70,447

75,775

84,965

13.19%

12.36%

11.55%

65.66%

64.42%

61.63%

21.15%

23.22%

26.82%

全体人口（人） 年齢（3区分）別人口（人） 年齢（3区分）別割合

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,0000

90歳以上 

85～89歳 

80～84歳 

75～79歳 

70～74歳 

65～69歳 

60～64歳 

55～59歳 

50～54歳 

45～49歳 

40～44歳 

35～39歳 

30～34歳 

25～29歳 

20～24歳 

15～19歳 

10～14歳 

5～9歳 

0～4歳 

5,00010,00015,00020,00025,00030,000
（人） （人） 男性 

女性 

●年齢階層別人口の比較（平成17年と平成27年推計）
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これまでの総合計画では、人口増加を前
提とし、将来人口を設定していました。し
かし、自然動態、社会動態とも減少が予想
される現状では、人口減少を前提に総合計
画を策定する必要があります。そのため、
本総合計画では、推計人口における減少数
を施策により抑制することを踏まえて、将
来人口を323,000人と設定しました。

コーホート要因法により推計すると、平
成27年度の秋田市の人口は、18年度の人口
331,800人と比較すると15,000人減少し、
316,800人になると見込まれています。
本総合計画期間の将来人口は、コーホー
ト要因法による推計人口に、子育て支援に
よる合計特殊出生率（１人の女性が生む子
どもの数）の向上や雇用拡大などの人口減
少抑制施策により、6,610人の抑制効果を得
ることで、人口減少数を8,390人まで抑制し、
将来人口を323,000人としたものです。
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0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000
人 

H19

30

620

H20

60

520

21年 

110

470

H22

150

480

H23

190

550

H24

230

550

H25

270

560

H26

310

580

H27 （年） 

340

590

子育て支援による合計特殊出生率の向上 雇用拡大 

0

315,000

320,000

325,000

330,000

335,000
331,800

328,740

326,300

323,410

316,800

推計人口 人口減少抑制施策実施による将来人口 

人 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27（年） 

●人口減少抑制施策実施による将来人口の推移

●人口減少抑制数の内訳と推移

●各期における人口減少抑制施策の抑制効果

雇用拡大

子育て支援による合計特殊出生率の向上
（合計特殊出生率）

計

19-21期 22-24期 25-27期 計

1,610 1,580 1,730 4,920

200
（1.24）

570
（1.28）

920
（1.33）

1,690

1,810 2,150 2,650 6,610
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我が国の経済は、緩やかな景気回復が続
いていますが、国家財政は増え続ける莫大
な公債残高を抱え、危機的な状況にあります。
また、地方全体としても財源不足の状況
にあり、地方財政計画は、ここ数年、膨大
な赤字地方債の発行を前提として策定され
ている状況です。

こうした背景のもと、国は、財政健全化
のため、国・地方を通じた歳出削減と、歳
入増加に取り組むこととしており、平成23
年までに基礎的財政収支を黒字化すること

を目標としています。この影響により、地
方財政計画は、今後縮減されていくことが
予想されます。また、少子高齢化にともな
い、一般歳出に占める社会保障費が増嵩し、
地方自治体の裁量で使えるその他の予算は
漸減していく傾向にあります。
秋田市も同様の状況にあり、下のグラフ
のとおり、27年度までの試算では、今後、
財政規模は徐々に減少していくものと見込
まれます。また、歳出から借金返済分であ
る公債費を除いた一般歳出についても、
徐々に縮小していくことが見込まれます。
今後は、これらの構造改革に対応するた
め、中・長期的な視点から、歳入に見合う
歳出構造へ転換するとともに、新たな財源
確保の手法についても検討する必要があり
ます。

7 財政状況
前
提
要
因
─
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財政規模 
一般歳出 

（億円） 

0

750

800

850

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

H27 （年度） H26H25H24H23H22H21H20H19H18

1,128 1,121 1,118 1,119
1,109 1,113 1,110 1,108 1,105 1,102

968
959 954 953 951 954 952 949 946 944

※平成19年度から23年度までは、内閣府「構造改革と経済財政の中期展望－2005年度改定参考試算」の「地方普通会計の姿」に
基づく試算である。
平成24年度から27年度までは、19年度から23年度の伸び率の平均値による推計である。
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●今後の財政規模および一般歳出の試算・推計

１　現状と課題

２　展望
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